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［別紙１］ 

認定を求める理由 
 
（１）  申請に係る営業秘密の内容  
     申請者の生産する「カメラレンズＹ」に用いられている

「フィルター  Ａ」の生産方法に関する技術情報であり、当
該レンズフィルターの生産プロセスにおいて、○○の物質
温度がある一定に達したタイミングで、特殊な薬剤を投入
することにより、・・・従来の方法に比べて、生産コストを
大幅に抑えつつ、当該フィルターの透過率を格段に高める
ことを可能とするものである（資料○，○）。以下、この技
術情報について、「本件情報」という。  

 
（２）  その営業秘密について不正競争防止法第２条第６項の三要

件（秘密管理性、有用性、非公知性）を満たしていること  
  ア  秘密管理性  
     申請者社内では、本件情報を記載した文書の含まれる紙

ファイルを倉庫内の施錠可能なキャビネットに保管してい
る（資料○）。当該キャビネットの鍵は役員室に保管されて
おり、役員の許諾を得ないと借り受けることはできず、また、
当該倉庫の扉には、「関係者以外立入禁止」の張り紙を貼付
している（資料○，  ○）。  
また、 本件情報の含まれる電子データに関しては、それ

を記録したＣＤ－Ｒのケース表面に「持ち出し禁止」とのシ
ールを貼付した上で、上記のキャビネットに保管している
（資料○）。  
 これらの文書及びＣＤ－Ｒのいずれについても、申請者  
社内の者がそれらを一時的に業務で用いる場合には、キャ
ビネットに置かれている「書類管理簿」又は「ディスク管理
簿」に氏名や借受日、返却日等の情報を記入した上で行わな
ければいけない（資料○）。このルールは、申請者の「情報
管理規則」（資料○）第４条、第５条において明記されてお
り、社内でも周知徹底が図られている（資料○）。  

     その上で、本件情報の含まれる電子ファイルそのものに、
各従業員に個別のＩＤ及びパスワードを設定し、それらの
入力がないと当該ファイルを開けないようにしている（資
料○，○，○）。ＩＤ及びパスワードを入力することにより、
当該ファイルを開封することができるのは、申請者社内で
も、役員及び技術部の管理職以上の者に限られている（資料
○）。  

 
  イ  有用性  
     本件情報は、申請者の販売する主力商品である「カメラレ

ンズＹ」の生産に関し、その生産コストを大幅に抑えつ
つ、・・・当該レンズに用いられている「フィルターＡ」の
透過率を格段に高めることを可能とするものであって、申
請者の事業活動にとって不可欠な情報であり、有用性があ
る。  

 

（例）１０号：輸入 
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  ウ  非公知性  
     本件情報は、・・・申請者が独自に形成、蓄積したもので

あり、刊行物には  一切掲載されていないことから、当該情
報は公然と知られていない情報である。  

 
（３）  その営業秘密の侵害態様  
  ア  丙による本件情報の持ち出し  
     令和●年●月ごろ、申請者の元従業員丙は、在職中に本件

情報の記載された文書の保管されたキャビネットの鍵を無
断で持ち出し、・・・  本件情報の含まれる書類を「書類管
理簿」に記載することなくコピーした  （資料○）。  

     その後、丙は申請者を退職して株式会社乙に転職し・・・ 
 
  イ  株式会社乙の製造する「フィルターα」の性能の急激な向上  

 本件情報が丙により不正取得されたと思われる令和●年
●月以降、 カメラレンズ「Ｘレンズ」内に用いられている
「フィルターα」の透過率が急激に向上したとの鑑定結果
が出ている（資料○）。・・・  
 

（４） 営業秘密の不正使用行為者が異なる場合には、申請書に記さ
れた輸出しようとする者が不正競争防止法上の主観要件を
満たすこと  
株式会社甲は、株式会社乙の製造する「Ｘレンズ」を含む

カメラレンズ等を販売しているカメラ用品の輸出販売業者
である（資料○）。株式会社甲は、申請者が令和●年●月に
送付した警告書（資料○）を受領しており、当該警告書の記
載は「・・・」として、申請人の保有する営業秘密や株式会
社甲の販売する商品「Ｘレンズ」内における「フィルターα」
が営業秘密侵害品であることについて十分な特定がなされ
た上で具体的な主張がなされているものであり・・・  

  したがって、株式会社甲は、株式会社乙の製造する「フ
 ィルターα」が営業秘密侵害品であることにつき、知らな
 い、かつ知らないことにつき重大な過失がない者ではな  
 い。  
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［別紙２］  
認定を求める理由  を明らかにする資料  
※下記の目録で資料の概要を示した上で、各種資料を添付  

 
（例）

資料目録

年 月 日

住所
氏名（名称及び代表者又は管理人の氏名） 印

作 成
資料番号 標 目 年月日 作 成 者 明らかにしようとする事実

（注）１．作成年月日の欄には、標目の欄に記載した資料が作成された
年月日を記載すること。例えば、標目の欄に記載した資料が雑
誌である場合には、当該雑誌が発行された年月日を記載するこ
と。

２．作成者の欄には、標目の欄に記載した資料の作成者を記載す
ること。例えば、標目の欄に記載した資料が雑誌である場合に
は、当該雑誌を発行した出版社を記載すること。


